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わが国の牛肉生産は,占 くから畜力農法のもと

にあった役牛飼養に随伴する廃午利用が基氏 とな

って展開してきたものである。戦後 とくに1955年

以降における農業機械化の進展により,畜 力用 と

しての役午飼養は急、激な減少を続け,1970年 代の

初めには,そ のほとんどが肉牛飼養,い いかえる

ならば用畜 としての飼養にその目的が変えられた

のである。

他方,1960年 以降における経済の高度成長,つ

まり産業構造の変化は,国 民の食糧消費構造を大

きく変えた。その一典型は牛肉消費量の継続的増

加動向に反映した。この時期はまた濃厚飼料の膨

大な輸入量 とその価格に支えられ,和 牛の肉用向

け飼養,す なわち用畜化段階に位置づけられて仲

展したものである。

この段階における和午飼養は,子 年生産 と肥育

という生産過程を分業する形で展開している。こ

のような肉牛生産過程の分業は, 干年生産 ・肥育

の技術的な特質と,そ れを包授する経済的条件に

よって現象する。すなわち,子 年生産では粗飼料

の供給や運動が不可欠であり,土 地に大きく依存

した技術体系を基礎 としている。他方,肥 育年生

産は,粗 飼料利用の相対的比重が小さく,購 入濃

厚飼料に大きく依存 した技術i体系を基礎 とした若

令肥育方式で生産期陪lも短か く,流 動資本(素牛・

飼料 ・資lA4Ⅲ等)型 の経営的特質をもっている。こ

のような「面生産過程の技術的 ・経済的な異質性が

分業の理論的 ・実践的根拠である。

この生産過程がもつ特質に規定されて,地 域農

業のおかれている条件への包摂 として肉年生産の

産牛構造が現象化 した。すなわち,土 地規制の比

較的ゆるやかな東北 ・中国 ・九州地帯は産牛地 と

して展開し,市 場立地的性格をもった東海・近畿・

関東が肥育地 として展開している。

しかし,子 年生産経営は,一 般的には稲作や畑

作との複合部門としての肉牛飼養であるが,そ こ

では もともと零細な土地保有の稲作 ・畑作がベー

スとなってお り,役 午段階からの零細飼養の域 を

脱 しきれず,高 い生産費と子牛価格の不安定性か

ら,時 として所得形成 も危ぶまれる情況に直面し

ている。

他方,肥 育経営では和牛のほか乳雄午 (牡1京)

の肥育素牛をも組み入れ,低 廉な濃厚飼料供給に

よって比較的安定 した収益性 を確保 している。い

うまでもな く子年生産 と肥育の両分野は,子 牛1面

格をめ ぐって極めて厳 しい対抗関係にあり,実 態

的には子牛生産分野を犠牲にする形で肥育分野が

成 りたっている。しかし,肥 育分野にあってもそ

の収益性水準は,他 の農業生産における高収益的

作物のそれに匹適する桂度にすぎない。

このような現実をみるとき,肉 年生産の総合的

発展には,子 年生産分野を如何に効率的な生産体

制 とするかが鍵である。

子年生産経営の展開方向は,第 1に は飼養頭数

の拡大である。その絶対的条件は粗飼料基盤の拡

充である。飼料基盤の拡充は耕地内飼料生産 と地

域的な飼料基盤の確立化にある。耕地内飼料生産

は面積的拡充か生産性向上かであるが,い ずれに

しても他作物 との収益性競合関係下におかれる。

したがってその競争条件に耐えうる肉午部門収益

の高位安定が決定的意義をもつ。地域的な飼料基

盤拡充は,一 般には公共草地や共同利用牧野によ

るものであるが, この場合には単なる1回別経営の

問題 としてではなく,肉 牛産地構造の問題 として

検討さ″しなければな,)ない。

第 2の 条件は収益の高位安定化である。それに

は収益面では子年の生産■向上 と高資質午 ・高体

重素年生産の実現であり,費 用面では資本装備の

充実による生産性向上への期待である。

第 3に は肉牛生産にかかわる産地構造の整序で

ある。先述の胤飼料の外延的な供給拡大はもちろ

ん,繁 殖 ・改良体制 ・衛生管理体制1・購売 ・販売

体制さらには経営安定化のための社会的諸制度等

々の改編 ・充実により,個 別経営の効率化をはか

ることが重要課題 となる。

第 4に は子年生産経営群を軸 とした地域一賞生
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産化の方向である。
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第 I篇  肉 牛生産の展開様相

この篇では,わ が国における役牛飼養を基底 と

した肉牛生産
け2)3)を

素描 し第 2次 世 界大戦後の農

業機械化の伸展
4)5)6)を

契機 とした役牛飼養の衰退

に対置 して形成された用畜化段階における肉牛生

産の展開様相 を,立 地移動 と経営 ・経済的4員」面か

ら明らかにする。

第 1章  役 牛期における肉牛生産

役牛段階の和牛飼養 と牛枝肉生産量,人 口 1人

あたり枝肉生産量を明治期,大 正 ・昭和戦前期,

昭和の戦後期に区分 してみること すヽる。明治年

代 (続計制約上1877～1911年)で は和牛飼養頭数

は初期の 100万頭から末期には 140万頭まで上昇

する。枝肉生産量 も飼養頭数 とほ パゞラレルに増

加 し,初 期の 4千 トンから末期には 4万 トンに達

し,人 口 1人 あたりでは初期の 0.lkgから末期に

は 0.8kgの生産量 となった (図 I-1参 照)。この

期のほ 前ゞ半までは徳川時代からの食肉消費の宗

教的慣習が残存 していたが,明 治政府の勧業保 険

- 1  明
治期 の 肉年生産

出所i農政調査委員会編 日本農業基礎統計より作成

政策
"や

,日 清 。日露の戦役を通 じての軍需による

牛肉消費
81を

契機 とした食肉1員習の改変が特筆さ

れる。ついで,大 正 ・昭和戦前期(1912～1945年)

では,飼 養頭数は 140万頭から 200万頭へ と増加

する (図 I-2)。 1戸 あたり飼養頭数 (飼養戸数

統計は1922年に開始)は 一貫して 1.2～ 1.3頭に

とゞまり,飼 養頭教の増加は畜力農法の普及によ

る役午飼養農家の増加であり,飼 養農家率は1922

年の20.9%か ら1940年には30%ま で上昇する。枝

肉生産量は 4万 トンから最高時 (1940年)に は 8

万 トンまで増加する。いうまでもなく, この期は

大正期では第 1次 世界大戦,昭 和期では満州事変,

支那事変,第 2次 世界大戦 と戦時経済が長 く,そ

の影響 を大きくうけるが, 人口 1人 あた り枝肉生

産量は明治期のような上昇がな く,一 貫して 0.8

～ l kgの範囲で推移 している。

第 2次 世界大戦後の役午期は,農 業機械化が本

格化する1960年頃まで ゞあるが, この期は戦後の

食糧緊急、増産を命題 とした農業復興のす むヽなか

- 2  大 正期 ～昭和 の戦前期 の 肉年生産

出所i農政調査委員会編 日本農業基礎統計より作成
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で,役 利用 ・厩肥生産 という農業経営面からの和

牛需要の増大があって,飼 養頭数は初期の 180万

頭から最高時の1956年 には 271万頭を数えるまで

に増加する (図 I-3参 月“たこの時期を境にイ受牛

飼養の衰退がはじまり,用 畜化段階に移行するこ

と なヽるが, この様相は飼養農家の推移によく表

徴されている。戦後, 1949年 (1941～ 1948年間飼

養戸数の統計なし)の 飼養戸数は 185万戸で,戦

前最高の 161万戸 (1940年 )に 比 しおよそ24万戸

の増加,最 高時の1956年 には 232/」―戸に増加 し,

飼養農家率は同じく29.7%か ら37.7%ま で上井す

る。 1戸 あたり飼養頭数は一賞して 1.1～ 1.2頭

の水準で推移 し,役 牛飼養の構造そのものであっ

た。この間の枝肉生産量は,終 戦向後の 4/J‐トン

から最高飼養時13.9万 トンまで上昇する。これを

人口 1人 あたりでみると同じく 0,5kgか ら 1.5kg

まで増加 している。以上の役牛飼養段階での牛肉

生産は,総 飼養頭数に対 し成牛曙殺頭数は明汗i年

代が10～15%,大 正 ・昭和期が18～20%で ｀
推移 し

その内容は,繁 殖 ・使役の老廃牛か主体で, 1部

に比較的若令牛を素牛 とした肥育が行われていた

にすぎない。成午の 1頭 あた り枝肉量は,け 1治年

代では成雌午体重は 300～ 400kgと 小さく枝肉量

は 130～ 150kgに すぎなかった。大正年代に入っ

I X l  I - 3  第 二次世 界大戦 後の 肉牛生産

出所!農政調4委貫会桶 日本農業な礎抗キ十よ|)作成

てからは明治年代の洋種交雑による改良効果 もあ

って 16 0～ 17 0 k gに達 しゃ昭和戦前から戦後の役

牛飼養段 階は 17 0～ 19 0 k gとほとんど変化なく推

本多する。

第 2章  肉 牛飼養の立地移動

役牛の共退は,全 国的 ・全層的な動向で,具 体

的指標 としての飼養戸数 ・頭数の減少として現象

している。その様相は地域によって異なり,用 畜

化段階に入った1965年以降力変化に地域的特徴が

とくに見られる。それらを整序すると以下のごと

くである。

第 1節  肉 牛飼養頭数の地域別構成の変動

肉牛産地 (飼養頭数の対全国シェアー)は この

10年間に著 しく変動 した。

総飼養頭数では九州地域が32.3%か ら36.7%に

増加 し,東 北地域 も15,1%か ら17.5%に増加,北

海道はわずか 0.7%か ら 6.8%と 著しいシェアー

の拡大があったっこれに対し中国 ・νЧI対地域では

23.0%か ら15.げちに,東 海 ・近畿でも13.1%か ら

9.4%に ,そ の他の地域でも15,8%か ら14.5%に

減少してお り,肉 用午飼養の立地は大きく変容 し

ている。こ〃しを県別にみると, 4%以 _1このシェア

ーを占めるのが1965年には中国 ・九州地域の兵庫
・広島 ・熊本 ・大分 ・宮崎 ・虎児烏の 6県 であっ

たが,1975年には北海道 ・岩手 ・熊本 ・宮崎 ・鹿

児島の 5県 となり、北海道 ・東北 ・九州地域の拠

点的産地に集中する傾向が強まっている。

これを手午i4i成の側市Fから2歳 以上の雌午頭数

シェアーでみると,)し州地域が32.2%か ら17.6%

と半数近 くをIliめるまでに_11井し,束北地l「fkが14.7

?あから19.2%に ,北 海道では 0.5%か 'っ3.2%に

上井した。一方,中 阿 ・2Ч l■NIは23,S%か ら16.6%

に ,束 海 ・j猛畿では 9.6%か らわずか 3.9%に ,

その他地域でも19.2%か デ,9.5?ちに減少し,総 蚊

数の産地集中よりは一
層顕著な移動を示している。

これを鳴キ511にみると, 3%以 Lの シェアーを1liめ

るのは1965年には'し州で庇児島県ほか 4県 ,中 田

山地で広島 ・岡山 ・鳥取の 3県 と兵時県,束 北地

城で岩千・千百島の 2峰tのイド計11県であったか-1975
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年には北海道が新たに加わり,東北が 3県 に増加,

中国地域の 3県 ,九 州地域の 5県 の合計12県とな

り,こ の12県のシェアーは72.6%に も及び
｀
,と く

に九州の鹿児島 ・1'f崎の両県でそれぞれ15%に も

達するという集中ぶ りを示している(図14参 照).

〈肉牛総頭数〉

十一――――一|トーーーーーーーーーー

(2歳 以_lilll牛頭教〉

- 4  肉 牛頭数 の県別 シエ アー

注 1 ) i苅 年次とも 1 . 0 %未満の県を除く

出" i :  農 林省 畜 た統計より作成

第 2節  飼 養農家率の変動

飼養農家率は1955年には50%を 超える県は中田

地方 (兵序県を含む)に 6県 ,九 州で大分 ・長崎

両県,レЧ田で呑川 ・徳島両県の合計10県を数えた

が,1965年には十if崎1県 に減少する(図15参 Hrt)

図 I-5 役 ・肉牛飼養農家率

出所:農林省 畜 産統計より作成

ついで1`965年 ～1975年 間には、全卜|卜r均 で2`5%

カギ)10%柱度に低下 し、約半数の県が 5%を 制 り,

20%を 超える時tは九州 3県 (rf山奇・鹿児島・長崎)

と島根 ・岩手の 5県 に〕f蛇少している(図16参 照)

阿 I-6 役 ・肉午飼養農家率 の変化

lli所:農林省 畜 産統計より作成

図 I
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役牛 ・役馬の飼養は|1農耕をめ ぐる畜力利用の

形態上,西 日本に役牛,東 日本に役馬が多く普及

していたことから肉午飼養農家率のみの分析で改

廃様相を結論づけることは適当でない。そこで、

1955年を基準 とした飼養農家数の変化を検証する

ことヽした。その結果は、1955～1965年間では東

北 ・九州の諸県ではほとんど変化がなかったが、

1965～1975年間にはこれらの県でも40～80%の 減

少率 を示 した (図 1-7参 照)。

図 I-7 役 ・肉午飼養農家数の年次蛮化

出所 :農林省 畜産統計より作成

このようにみて くると,わ が国の肉牛飼養農家

は, まずは役利用の廃止に伴 う第一義的な減少の

す むヽ中で,用 畜化への転換により飼養 を継続す

る農家が今 日的担い手 となるが、そこでも全体 と

して飼養廃止が依然根強い。しかし東北 ・九州の

減少の度合は小さい。

以上は都府県における考察であるが,北 海道は

役牛期をもつことなく,用 畜段階に入ったいわめ

る肉年生産の新規参入地である。すなわち北海道

は1955年以後から本格的な飼養を開始するが,飼

養戸数 ・飼養農家率 ともに極めて小さいものであ

った。 しか し前掲図にみられるように、一員して

増加 を続け,1955年対1965年では 445%,1965年

対1975年でも 160%を超える戸数増加 となってい

るなど,わ が国唯一の肉用牛飼養の急進地域 とい

える。

第 3節  飼 養頭数の変動

役肉用牛飼養頭数は,1955年から1965年間に全

国ではほ 7ゞ0%に 減少したが, この間に増加 した

のが 6県 で九州 と東北に限定される。ついで1965

年から1975年間では増加県が14県に及び,前 記 6

県中4県 のほか,東 海 ・近畿諸県がこれに加わる

(図1-8参 照たこれらは内容的には1965～1970

図 I-8 役 ・肉午飼養頭数の年次変化

出所 :農林省 畜産統計より作成

年以降に急増 した乳雄午肥育を含めた肥育牛頭数

の増加 として特徴づけられる。地域別の産牛構造

を明らかにするため, まず繁殖基礎午 (2歳 以上

雌牛)の 頭数移動を1965～1975年間についてみる

と,前 半の1970年までは増加県が15県にも及び,

東北 ・北海道 ・九州地域に集中する。 しか し後半

の1975年にかけては, これらの増加県もほとんど

減少に転 じ,北 海道 ・青森 ・岩手の 3県 を残すの

みとなり,子 牛生産は一層の衰退 として展開する

(図 1-9参 照)。しかしその後1978年にかけての

変化は、減少各県でも増頭に転 じている県が27県

を教える (図1-10参 照)。この現象は肥育地帯で

の素牛需要の通迫からくる子牛生産への対応であ

る。



地域別肉年生産構造の視″点として、総飼養頭数

と繁殖基礎午 (2歳 以上雌午)の 変化をみると,

地域の変動性がより明確 となる。すなわち、東海

・近畿等の市場立地的地域では繁殖基礎牛が減少

しつ ,ヽ総 飼養頭数 を増加 させている。(図 I-11

参照)。い かヽえると肥育年生産地の色彩をよリー

層高めているとみられる。一方、東北や九州の各

県では一律的ではないが、総飼養頭数 と繁殖基礎

米内山昭和 :肉牛生産の展開 と産地構造に関する研究

牛の増加がパラレルにす んゝでいるとみてよい。

とくに北海道は両者とも他地域に比し著しく高い

増加指数を示している。

図 I-10 2歳 以上雌牛頭数増減率

出所 !農林省 畜 産統計より作成

・十紫漂

図 I-9 2歳 以上雌午頭数増減率 (1965～1975年 )

出所 :農林省 畜 産統計より作成

図 I-11 肉 牛総頭数 と 2歳 以上雌牛頭数 の変化

出所 :農林省 畜 産統計より作成



一方,総 飼養頭数に対する繁殖基礎午頭数 との

関係(士“率 )は、1965年の全国平均48.7%か ら1975

年32.8%に低下 した。この要因は繁殖基礎牛の頭

数減 (92万頭から61万頭に減少)と 子し雄牛肥育の

相対的増加によるものであるが,こ の関係から繁

殖基礎年比率が全国平均 を超 える地域 を産牛地

(1),20%以 下の地域を肥育地 (III),この中間に

あるものを中間地 (II)とすると,1965年次には

31県が産牛地であるのに対 し,肥 育地はわずか 2

県にすぎないが,1975年 にはこの数は I:21, II

:19,III:6と ,乳 雄牛を包括 して飼養構造は著

しい変容を逐げることヽなる。依然として産牛地

の性格を保有する県は九州 ・東北 ・中国地常に集

中し, よリー層地域の性格が明瞭 となってきてい

る (図 I-12参 照)1

このような飼養肉牛の性格は,当 然のことなが

ら地域における肉午飼養農家の飼養 目的に規定さ

れるものであり,一 貫して産牛地であった地域で

は肉用目的の飼養戸数比率は20%程 度 とほとんど

変化がないのに対 し,産 牛地から中間地に転 じた

地区では肥育農家率は30%か ら40%に 上昇 してい

る。1965年時に中間地ないしは肥育地であった地

区では岐阜 ・香川 。長崎のように産午地に転 じた

ところもあるが,中 問地ないしは肥育地 となった

ところでは肥育農家が一層韓加 し60～80%に 及ん

でいる。そしてこれらの地域では乳用種比率 を著

しく高めている点が特徴的である。

これらの様相は飼養頭数規模によく現れており,

産牛地の子牛生産経営の平均頭数は 3.8頭で, 3

頭以_上の多頭飼養農家率が23.8%であるのに対し,

現状肥育地では 6,1%に とヾまる。新興産地の典

11である北海道では子年生産農家率は道内路農地

域での乳用種肉牛飼養があ つて58.7%と 高 くはな

いが, 3頭 以 11の多頭飼養農家は65。4%に 達 し,

20頭以上層でも 5.8%を 占めるという極立った展

開を示 している (表I- 1参 貝てくた

圧 1と地  11 1呼 1

図 I-1 2  2歳 以上雌午頭数 比率 の変化

注  1) 1 9 6 5年 は乳用種肉用の分離かなく総ゴ丁〔数と

の対比

2)出 所 :農林省畜産統計より作成

蜘抑
中間地 113県 |

表 I-1 肉 牛飼養動向別の飼養 目的別戸数変化
(単位 : % )

産 牛

変 化

産 牛

産 牛

中 間

中 間 一

中 間 一

肥 育 一

全

北   海

封   至

幹貨

1965年

その他

1975年 産
養
率

牲
蜘
家

子
多
農子 と り

唇告1鑑1買il枢
1 9 . 0

1 5 . 2

1 9 . 8

30.4

月巴育 1 3 1  4.71 44.2

58.8

61.8

4 ( ) . 9

３

　

一　

４

　

３

　

５

鼎+井拭

8(〕.2

1 9 . 5 1

注  1)多 虫飼養農家は3蚊 以J 2)記 戦のない県除外 3)山 所 !農林省畜た統計より作成
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以上,役 牛飼養から肉午飼養 という経済目的の

変質を契機 とした飼養立地の移動状況を概述 して

きたが,そ の要因分析結果を整序するとつ ぎのご

とくである。

① 役 牛飼養廃止の直接的契機 となった農業機

械化の伸展は,経 済の高度成長によって創出され

た第 2次 および
｀
3次 産業における労働市場の形成

と併進 した。そこでは役利用の経済目的を喪失 し

た和牛を引続き肉牛 として飼養するかどうかは,

農外労働市場での労賃水準や,就 業機会と大きく

か わゝりをもっことヽなるが,二F^年生産では使役

階層の縮少は生産子年の販売市場を著しく狭陥化

したことを意味 し,な お未成熟な肉午生産段階で

は,子牛1面格の低迷が必然的でその収益性は低 く,

農外就業の労賃水準を超えるものではなかった。

その状況は役牛飼養 ピーークの1956年前後およそ 5

か年間の低位な子牛1面格に表徴されている。また,

農業機械化による農業生産の省力化は規模拡大の

硬lFt性と相倹って, よリー層兼業への就業条件を

つ くりだすことヽなった点 も大きい。

②  こ のような農業機械化 と役牛廃止は全に十一

律的なものではなく,地 域農業の特質と農外労働

市場形成 とにか わヽって現象するが,こ の時系夕l

的な地域差が主 として1955年か 'D1965年間の立地

移動様相である。因みに役牛廃 lLの緩慢な中国 ・

ブし州諸県と,関 束やj猛畿のこの 5か 年間の事業農

家率をみると,前 者ではほとんど】百貨少していない

が後者では10%近 い減少を示 している。

③ 立 地移動の第 2次 的要閃は用畜的和牛飼養

の進展である。すなわち役牛飼養の廃 !Lが急、進 し

たあと,優 位な牛肉消費市場に支え'っれ肥育牛飼

養の急、増 した関東 ・東海 ・近畿の諸県にみられる

変動様相であ る。そこでは和牛の生産が減少傾向

を続けるなかで,1960年代後半から台頭 した乳雄

素午を導入することによって,急 速に肥育午産地

を形成することヽなる。

0 第 3の 要因は,役牛廃 1とのお くれた地域で,

従前の産牛地 (子年生産地)に 加えて,漸 次,肥

育年生産を拡大することによる変化様相である。

例えば中国地域では1958年には山間地のほとんど

の地区が産牛地,平 f日地が使役地 ・育成地 となっ

ていたが,1965年 には産牛地が著しく後退 し,使

役地 ・育成地が肥育地に変化 している‖

⑤ 第 4の 要因は肉牛生産 としての新果地の台

頭である。その典型は北海道や東北地域の一部に

みられるが,そ こでは役畜時代に耕馬に依存して

お り, もともと和牛の飼養はみられなかった。肉

牛振興の諸施策をてことして新 しい作日として和

午や乳雄牛をとり入れることにより新産地 として

台頭する様相である。

新興地の台頭 した要因は,第 一義的には肉牛の

相対的1面格上井があげられ,こ れに肉牛のもつ経

営的性格 と地域の農業条件の整合があってのこと

である。新規導入地区における和牛の経営的性格

は,省 力的家畜であって基幹となる稲作や畑作 と

の労働競合がなく, 山林 。原野等の粗放地の放牧

利用と,そ の他粗飼料利用により飼養が可能であ

ること,酪 農のような資本投下を要 しない点が共

通的認識であった。この性格認識を前提 として
｀

市町村が普及の推進母体 となって国 ・道貸付午制

度の適用と市町村独自の設定,共 同放牧地の設置

等の具体的対策を講じ,稲 作農家や畑作農家の複

合部門として導入が開始された。北海道では1955

～1960年にかけて開拓営農の振興対策の一助 とし

ての導入が先弁をつけるが,一 方,沿 岸農漁家の

経済厚生手段 としての導入も新興地台頭に預って

いる。この地区内の局部的な導入は,必 ずしも農

民の経済厚生に全面的に寄与したとはいえず,脱

落するものも本H次いだが, 市町村を中心 とした継

続的な振興施策があって,和 午飼養農家の改廃は

顕著に続 くが,地 区内全飼養頭数は漸増しつ 新ヽ

産地 としての地歩を回めてきた。
日)姥)に)M)崎)

その後1960年以降は一般地域においても農業構

造改幸事業等の適用や肉用午生産振興話施策の導

入が済)って, より広が りをもった新興産地が形成

されること なヽった管
)7)8)9)20)2)22)

⑥ 第 5の 要因として肉牛振興施策があげられ

る督戦後の役年期の施策を特徴づけると1952年決

定の 「有畜農家創設要制」に代表されるが,用 畜

化段階に入っては,子 年生産の減少をくいとめる

ため家畜導入,飼 料基盤の確保等の諸対策が講 じ

,)れ,肥 育午生産に関しても乳雄牛の肉利用を含
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めて,素 午導入 ・生産施設の設置等の諸施策がと

られるが, これらの振興施策はそれぞれ地域の肉

牛生産構造に即 して導入されること なゝり, と く

に乳雄牛の肉利用は素牛生産段階は地域酪農 と大

きくか わヽ り,素 牛 として肥育地へ大量に移動す

るという様相が顕著 となる。その後,地 域一貫生

産体制を整備する施策が とられ,産 地構造は再び

変化 した。

第 3章  肉 牛生産をめ ぐる経済与件の変容

第 1節  子 牛価格の変化

1.肉 午生産 をめ ぐる経済与件の変容

用畜化傾向の強まる1955年以降の子牛価格の推

移をみると,役 畜時代の全盛 といわれる1953年か

ら肉牛1面格の暴落があって1955年には14,200円(雌

雄 4～ 6・ 月令平均)に まで落ち込み,1950年 代

前半の 3万 円前後の約半値 というきびイ
しいもので

あった。 しか しその後急速に役牛需要の減少はす

むヽが ,子 午価格は1955年を底に漸次上昇 を続け

1965年には53,090円とな り,そ の指数 は 374にお

よび,役 牛の全廃 され る1970年には 602,1975年

には 1,358まで上昇す る (表 1-2参 照 )。

このような子牛価格の上昇はいうまでもな く子

牛需給の逼迫を基調 とするが,子 牛の高体重化 と

いう商品規格の変化 も大きく関与 してお り, と く

に1970年以降著しい。この子牛価格を肉午飼養農

家の基幹作日である米 と対比 してみると,米 価は

1955年 の 4,713円 (60kgあ たり)か ら1962年 まで

はむしろ低下 してお り,1964,65年 に上昇 したが,

その,1955年 対指数は 132に とゞまる。その後の

上昇でも1970年 170,1975年 291で あった。この

結果,子 牛の対米1面比 (年 1頭 1面格あたり米購入

可能数量)は1955年 の 181kgか ら1960年 に530 kg,

1965年 には 510kg, 1970年 639kg, 1975年 842kg

平 均

( 円)

表 I- 2  子 牛 価 格 の 推 移

1面

円/60kg 指教吻

☆寸テし 1面 士ヒ

指数の

1955

1956

1957

1958

1959

1960

1961

1962

1963

1964

1965

1966

1967

1968

1969

197()

1971

1972

1973

1974

1975

100,()

124,9

154.2

155.0

184.5

260 1

303 6

255.7

2 1 7 4

234 9

373 9

6 1 5 . 4

704 8

722.3

544.9

602.5

783 5

1027.1

2020,4

1441.5

1358 5

0 153

0.168

0.174

0。172

0。176

0,179

0 174

0.173

0 179

0.190

0.195

0.193

0.187

0.177

0 182

1.04

1.07

1 . 0 3

0.90

0.73

0 87

4.713

4,180

4,662

4,371

4,233

4,181

4,272

4 , 5 1 3

4,978

5,657

6,244

6,449

6,970

7 , 6 1 0

8,041

8,037

8,096

8,396

9.179

11,570

13,740

100.0

88.7

98.9

92.7

89 8

88.7

90.6

95 8

1 0 5 . 6

120.0

132.5

136`8

147.9

161 5

170.6

170.5

171 8

178.1

19448

245 5
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267

283

272

235

237

254

290

323

324

344

356

392

445

463

476

483

519

535

611

821

920

100.0

106 0

101.9

8840

88.8

95.1

108.6

1 2 1 0

1 2 1 3

128.8

133 3

146.8

166.7

173.4

178`3

1 8 0 9

194.4

200`4

228.8

307.5

344.6

100 0

1 1 8 0

151.0
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208,0

273.0

279,0

2 1 1 . 0

17940

182.0

280 0

419 2

422.9

416.6

305.6

333.1

403.1

5 1 2 . 6

883.0

468.8

394.3

18,510

21,130

25,090

25,380

29,710

41,280

49,640

42,060

34,570

35,030

54,540

90,350

106,85T

l16,200

84,910

83,780

107,600

143,911

301,800

236,100

206,500

9,729

14,270

18,640

18,400

22,650

82,540

36,500

30,550

27,230

31,690

51,630

84,434

93,318

88,940

69,830

87,330

114,900

147,786

272,000

173,300

179,300

18048

254 6

281 9

302 1

371.4

530.0

605 5

482 7

372,1

353 8

510.2

813.1

861 6

808.7

577 3

638.7

824 5

1,042 3

1,875 4

1,061.5

842.3

100.0

141 0

156.0

167.0

205.0

293 0

335,0

267.0

206.0

196.0

282.0

449 7

476 6

447.3

3 1 9 . 3

353.3

456.0

576.5

1,037.3

587.1

465 9

531 8

626.9

805.1

936 6

1 , 1 ( ) 5 . 5

1,453 5

1,486.6

1,124 1

952,8

962.8

1,491.3

2,229,3

2,249,2

2 , 2 1 5 . 3

1,625 4

1,771 3

2,143 6

2,726.2

4,695,6

2.493.3

2,096.7

(円)| (円 ) 円/10kR 指 数の

鍋

14.200

17,740

21,900

22.010

26,200

36,930

43,110

36,310

100,090

102,570

77,370

85,「D55

111,250

145,849

286,900

204,700

192,900

出所 i 農林省農村物1面賃金調査結果より作成



と上昇 している。また同じく午乳についてみても,

乳価 (10kgあたり)は1955年に267円であったが,

その後に到来した酪農危機
列

によって1960年まで

乳1面は低落し,1955年対指数で90%を 害Jっている。

その後,漸 次乳価は上昇するが,1955年対指数は

1965年 133,1970年 181,1975年 345にとヾまっ

ている。この結果,子 午価格の対乳1面比は1955年

の 532kgから,1960-65年 間は 1～ 1.4トンの幅

で浮動 し,そ の後は1970年 1.7トン,1975年 2.1

トンと上昇する。この子牛価格の対米1面・対乳価

は,1955年 を 100とした指数でみると,1965年に

はともに 280, 1970年に 340, オイルショックの

1973年には文寸球打面士ヒす旨勢文は 1,037, ☆寸子し1面士ヒす旨勢文

883まで上昇 し,経 営の基幹 となる稲作,同 じ土

地利用型畜産 としての,酪農の生産物1面格に比 し,

いかに高い上昇1頃向で動いてきたかを明らかにし

ている。このほか著 しく変 った点は雌子牛 と雄

(去勢)子 午 との価格差が縮まり,年 々ともに均

衡化することこれである。役畜時代には雄子年の

価格は雌子牛の50～60%の 1面格水準にすぎなかっ

たが,肉 需要が増加するにおよび,雄 子牛の価格

は漸次雌子牛の1面格に接近 し,取 引方式も従来の

個体単一から体重評4面取引となってきた。このこ

とは子年生産が近代的市場生産に くり込まれたこ

とを意味するものであり,従 来に比べ有利に作用

している。このように経済条件は改善されたとは

いえ,子 年生産の収益性は稲作や酪農に比し安定

したものではなかった点に注目しなければならない。

2.子 牛価格の地域格差

前項で子牛4面格の全国的な推移をみてきたが,

その価格形成の地域格差 も見逃せない。1965年対

1975年について,全 国平均に対する各県の価格指

数をみると,1965年 時点では中国 ・九州の産牛地

において 120～130%と 高水準を維持 し,全 体的

には90～120%の 範囲に入っていた力ヽ 1975年では

多くの県が90～110%の 範囲に収敏するが,一方に

は最高が兵庫県の165%,最 低が青森県の50%と 分

散 し,地 域格差は全体 として均平化するなかで,

特殊地域で拡散の様相を呈 している。このような

現象は,用 畜化初期段階にあった主要子牛産地に

おける1面格の優位性がその後も産牛地 として展開

米内山昭和 i肉牛生産の展開 と産地構造に関する研究

1 9 7 5年

の

を強める働 きをしたものとみられる。ついでその

他の産地でも技術改善がす んゝで漸次,1面格均衡

が全体的にす んゝだとみられる。しかし兵庫県の

ように但馬牛 という銘柄牛生産を一層強化させて

さらに優位性を貫徹 しているところもあり,他 方

には岩手県や,北 海道にみられるような依然とし

て低価格水準を余儀なくされているところも残さ

れている (図 I-1 3参 照 )

ナLO産 牛地→ 産 牛地

例
 El産 牛地→ 中間地

な し その他産地

・回

・くEE)

・
[二]三]

1 )ヽ ( ) 5 年  はか

図I-13子 牛の相対価格指数(♀6平均値の全国比)

山所:農林省農村物1面賃金続計より作成

以上の長期的な変化は農村物価統計によるもの

で子午体重は明らかではないので,そ の条件を加

味した1975年以降の変化 (肉用牛価格安定基金全

国協会資料)を 吟味してみること すヽる響価格形

成の前提 となる出荷体重は全国平均が1975年の

252 kgから1979年には 270 kgに上昇し,県 間各差

は縮少の方向にある。 とくに北海道での高体重化

は著しい。個体価格は1975年では,全国平均の19,7

万円に対 し兵庫県が25。4万円,北 海道は最 も低 く

12.4万円にとゞまり,北海道対兵庫県の指数は254

にもおよんでいたが,1979年 には同指数が 132ま

で縮少し,そ の他の県間でも同様に格差は縮少の

雲 k D I Ⅲ l L 〕



表 I-3 共 こ和純去勢子牛の主要県別出荷体重 。子牛価格の比較

下
~十

五
__1覇 ~百

高
~~~~剰 ~~而

席市
~石

面戸
― ―

序 1 91.71 89.11 忠 9.31 95.01 92.6‖  lt 121.()1  12ヽ9.2 1  133.3 1  115.3

1 ( ) 7ぷ年の 作喋は第 3・ PЧ半期実ネずiゃイ|!し兵時は第 2・ 〃Ц半期1実績

出 所 :肉用牛価格安定基金全1可協会資料より作成

方向をとっている。 しか し,依 然として体重格差

をはるかに超えた価格差が続いている。このよう

な地域格差は,飼 養技術や資質改良にか わヽる旺

数
高

⌒ 1兵

3.r・牛1両格の録iffl間杵差

子年生産にとって,飼 養品fffは単に生産技術的

条件にと ヽ`まらず,子牛1面格にも大きく関係するっ

従来,わ が同では役牛時代には和牛 4品 梅 (黒毛

和柿 ・褐 毛和純 ・無角和種 。日本負1角TTl)であっ

たが,用 者化段階では国の振興施策を軸 としてヘ

レフオー ド梅,ア バテイーン ・アンガス稲等の申布Ⅲ

入があり多様化 している。これデっ各品種の北海j童

における子牛価格をみると,llbl体1面格は黒 こ和梅

が一 持して最高位水準にあり,黒 毛和種に対する

他品梅の指数は褐毛和梅が80～9()%,日本負[角植

が70～80夕っ,外 国lLTlでは 60～70%で ある。しかし,

黒 毛和梅の相対的低体重から生体 l kHあたりのイ面

格子旨教はllllll体1面格子旨教 よ|)も5～ 1()%程度ネ1占少し

ている (表I- 4参 H Rたこのような1前格差の要囚

は牛肉市場における肥育牛の1面幣差によるもので

ある.

史的所産 と受け とめ られ るが,そ こでは個別経営

に とって産地構造が 主要 な条件 として関与す るこ

とをす旨輸苅さオしなければならない(表 I-3参 照 )。

第 2節  肥 育牛価格の推移

肥育牛の価格はその時々の肥育技術の違いがあ

り,一 律的な比較はできない。生産費調査の去勢

肥育牛でみると1970年以前の出荷体豆は慨ね 450
～500 kHであり, それ以降は500～550K車に増加 し,

さらに近年は 6()()kgに近い高体重 となっている。

このような商『1的性格が前提 となるが,農 家販売

1面格は1955年から1975年までのイ面格 (l kgあたり

雌 ・雄平均)は 133.8円から 906。2円にJとチi・し,

その指数は 677.3となり, と くに肥育牛生産の本

格化する1970年以降の 1■昇が大きい。この1画格指

数を子牛価格に対比すると, 1965年までは`同j者が

ほ ゝヾパラレルに推移するが,そ れ以降,子 午価格

の高体豆化による上昇と子牛需給の通j上による実

質的上昇 とがあって,肥 育牛価格の 上ガ‐度合はや

低ヽ く推移 している。 F牛 1面格 と同様に肥育牛価

格の対米価比,対 子L価比を求めると, ともにゆる

やかであるが上昇を続け,1955年 対指数は1965年

!_世暑_ピ_ユL笙Jとと_里上!!里[士士上_品!准旺|ギ‖土淵1距濫ギ11材:
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表 I-4 去 勢子牛の品種別個体価格 (北海道)

次年

1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979

個
体
価
格
（千
円
）

B

R

N

H

A

287 (100)

274  (95)

234  (82)

171  (60)

164  (57)

101 (100)

67  (66)

67  (66)

81  (80)

58  (57)

124 (100)

110  (89)

89  (72)

119  (96)

115  (93)

190 (100)

165  (87)

125  (66)

126  (66)

123  (63)

228 (100)

142  (63)

116  (51)

125  (54)

145  (64)

237 (100)

187  (79)

155  (65)

158  (67)

106  (45)

307 (100)

252  (82)

240  (78)

229  (75)

215  (70)

(参考)乳雄牛

生
体
ｋｇ
当
り
（円
）

B

R

N

H

A

1,402 (100)

1,329  (95)

1,173  (84)

1,065  (76)

924  (66)

514 (100)

310  (60)

298  (58)

316  (61)

200  (38)

585 (100)

529  (90)

449  (77)

628 (107)

492  (84)

724 (100)

788 (109)

620  (86)

548  (76)

613  (85)

891 (100)

682  (77)

567  (64)

539  (60)

580  (65)

948 (100)

887  (94)

748  (79)

735  (78)

707  (75)

1,226 (100)

1,117  (91)

1,096  (89)

1,074  (88)

1,049  (86)

(参考)乳雄牛 295 477  (82) 526 ( 5 5 ) 568

注  1)B:黒 毛和種,R:褐 毛和種,N:日 本短角種,H:ヘ レフォー ド種,A:ア バテ ィーン ・アンガス種

2)各 年次 ともH・ A種 の取引頭数は著 しく減少で,一 般性は薄い

3)1973年 のN・ H・ A種 は雄子牛の取引価格

4)()円 は Bを 100とした指数

5)乳 雄牛の1973年値は全国平均1974年以降は北海道分

6)出  所 :北海道畜産物1面格安定基金協会資料 より作成

て卜ともに 158に , 1970今判こは 190本呈度に とテ詳し,

その後も上昇傾向が続いている。このように,肥

育牛価格 も稲作や酪農の生産物面格に比し生産刺激

的な傾向があったといえる (表 I-5参 照)。

つ ぎに,肥 育牛の価格形成 と和午飼養の産地構

造の関係を全国平均に対する各県の相対価格で検

討する。用畜化が本格化する1965年時点では肥育

牛価格 (生体10kgあたりの全国平均に対する各県

の指数 )は 子牛1面格 と同様に産牛地において上位

にランクされる県が多く, この時″点では中間地や

肥育地が優位な主張をしていたとはいえなかった。

しか し,1975年 時には産牛地の多くはそのま 9ゝ0

～100%の 範囲にとゞまるが,中間地ないしは肥育

地では相対価格指数 を高めたところが多い。この

ことを要約すると1965年時点は肥育地形成が劣弱

で,肥 育牛1面格 も産牛地に先導されてはいたもの

,ヽそ の後肥育地に特化するにおよんで優位性 を

主張しうる価格形成がなされ,肥 育地 (中間地を

含む)と しての,産 地形成がす んヽだ といえよう

(図 I-14参 照)。

図 I-14 去 勢肥育牛の価格指数 (全国比 )

出所 :農 林省 農 村物価賃金統計より作成
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表 I-5 肥 育午価格の推移

所 :農林省統計情報部 農 村物価 11金統計より作成

なお,子 牛4面格 との相互関係でみると,産 牛地

での子牛価格の均平化 と肥育牛価格の低位性で現

象化してお り,今 後地域一貫化の進展により,相

方の均平化がす むヽものと理解される⑥しかし一

方には兵厚県のように和牛の改良過程上をとおして

特異に優位な実績を保持するところもあり,熾 烈

な競争関係を覗 うことができ,わ が国和年生産に

か わヽる大 きな課題 といえよう (図 I-15参 照)。

第 4章  子 牛生産における技術体系の形成

と経済性

役午飼養段階の子年生産は,役 利用に適合する

r‐牛の生産が主 目的であり,役 利用に適合する体

格 ・体重にむけて子年生産も行われること なヽる。

使役成牛の体重は400～450kg莉であ り,出 荷の時

期までに肥育素牛のような高体重 とする必要がな

く,180日 令の体重は1955年当時は140kg抑にすぎ

なかった。しかし,肥 育素年生産では発育の1に進

を中心 とした技術体系の整序を必要 とする。この

項では技術体系を構成する主要な頃目について変

化の様相を明 'っかにする。

第 1節 飼 料給与技術の変化

肉用牛化によって子牛の価格が体重や資質に影

響されることから,濃 厚飼料の給与効率に対する

関心が強まり母午および哺乳子牛の別飼い等の研

年  次
1面 格   (円 /生 体kg)牛肉 対 米 1面 士ヒ

(kg)    (チ旨技文)

☆寸 手し 1商 士ヒ

(kg)      (す旨戦支)雌  (円 ) 雄  (円 ) 平均  (円 ) 指数 (%)

1955

1956

1957

1958

1959

1960

1961

1962

1963

1964

1965

1966

1967

1968

1969

1970

1971

1972

1973

1974

1975

143.8

152.3

162.4

154.5

163.0

189.9

202.6

212.5

216.0

221.8

288.5

352.5

406.0

419.1

381.3

456.5

465。1

522.t)

804.0

794.7

936.6

123.7

137.1

149.1

142.4

150.7

17860

193.6

202.8

202.2

212.5

276。9

341.4

392.7

406.5

392.5

432.8

465。9

532.6

811,3

748.5

875.7

133.8

144,7

155.8

148.5

156,9

184.0

198.1

207.7

209.1

217.2

282.7

347.0

399.4

412.8

386.9

444.7

465.5

527.8

807,7

771.6

906.2

100.0

108.2

116.4

110.0

117.3

137.5

148.1

155。2

156.3

162.3

211.3

259.3

298.5

30865

289.2

332.4

347.9

394.5

6 0 3 . 7

5 7 6 , 7

6 7 7 . 3

1.7     100.0

2.1     123.5

2,0    117.6

2.0    117.6

2.2     129.4

2.6     152,9

2.8     164.7

2.8     164.7

2.5     147.1

2.3     135。3

2.7     158.8

3.2     188.2

3 . 4     2 0 ( ) . 0

3.2     188.2

2.9     170.6

3.3     194.1

3.4     200.0

3.8     223.5

5 . 3     3 1 1 . 8

4.0     235。3

4 . 0     2 3 5 . 3

5 . 0

5 。1

5 . 7

6 . 3

6 . 6

7。2

6 . 8

6 . 4

6 . 5

6 . 3

7 . 9

8 . 9

9 . 0

8 . 9

8 . 1

9 . 2

9 . 0

9 . 9

1 3 . 2

9 . 4

9 . 9

100.0

102.0

114.0

126.0

132.0

144.0

136.0

128.0

130.0

126.0

158.0

178.0

180。0

178.0

162.0

184.0

180.()

198,0

264,0

188.0

198.0
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図 I- 1 5  子 午 と肥育午の相対1面格指数

注 1)⊂ ⊃ 印 産 午地→産牛i地 正 ヨ 印]産 牛地→中間地

無印 そ の他産地

2)i旨数は/F‐|や子均1()()に対する各県の指数 ぱか

3)出 所 :農林省 農 村4/2価1〔金統計より作成

究成果
勧

とともに,濃 厚飼料の給与登が19 6 0年の

386kgか '91975互Fに は1,086kgと ネ勺3作fによ常カロし,

かつ,そ の調達 区分は 自給がお よそ半減,購 入が

約 5倍 に増加 している。 また,飼 料 l」ll工資本の発

進 をうけて配合飼料の著 しい増加 となっている。

料飼料の給与 では,196 0年代の稲わ デフ,野 事 (生

草 ・乾車 )主 体か '9,1 9 7 5年には栽培牧草(生i草・

乾革 )の 利用が主体 とな り,相 i飼料生産が農業経

営におけ る土地利用の 専用的な座 を占め るように

なって きている。 この ような飼料給与技術iの変化

をうけ,母牛の泌乳 量は役 年期の712k g抑か デ9,用

畜期には974k g  mに増加 し,子牛の発f「(18 0日令雄

雌平とJ)は 195 5年当時の140k gから197 0年には157

k gまで高体丘化 している (表 I-6参 照 )。

第 2節 放 牧技術の変化

飼料給与技術 と関述 して,子 牛生産における放

牧技術fの変化が特筆される。役午飼養期は第 2次

世界大戦前後を通 じて共同の放牧地や山林原野を

利用 した放牧によって,資 本 ・労力の節約 と役午

としての資質を鍛えあけることが一般的で
｀
あった。

放牧方式は地域によ|)異なるが,放 牧期間は一般

には 5～ 11月にわたり,盤 更の 1～ 2か 月は1銃肥

生産を目的 として合剣をするものが多かった。ま

た生間放牧のみ とする地域 も中国地方その他でみ

デ)メした。これらの放牧 方式は41産:力の低い封1地の

粗放利用であり,牛 の発育は極めて低かった』
|

用畜化の進行する1950年代後半に入って,子 牛

の発育が重机され,相士放な大牧場利用が求退 しμ

里山の小牧場方式による柴約的放牧や,周 年合飼

に杉イ子する。
一方, この頃から畜産振興施策 として単地の辻

成改良事業の推進により,生 産力の高い改良牧野

による大規模な放牧方式が全国各地で行われるよ

うになった。 しか し, このような集約的な放牧 打

式によっても子牛の発育が,合 飼 方式の子午に比

べ低 く,十 牛1面格 も低 くか つたため,放 牧地での

別飼い,放 牧制限,早 期離乳等の改善技術の研究

がす んヽだ。
抑抑

第 3節  改 良繁殖技術の変化

1 改 良目標の変化

改良目標の変化は春盗標準の政訂の経維にみる

ことができる。明治年代の洋種導入による和午 と

の交雑年生産時代を経て,1912年 に改良和種に呼

称を統一,1944年 には黒毛和種,褐 毛和種,無 角

和IEEの3品 種が成立,1953年 には日本無:角種の名

称統一をみるが,各 品種 とも泌手し能力 ・農耕役用

能ブJを中′じヽとした改良 ブブ向がとられてきたず産肉

能ブ」が審査標準に付加|されるのは用畜化段階のき

ざしが現われる1957年か ')であるが,本 格的な肉

専用 としての審査標準となるのは1963年,1972年

の改正によって あヾる。この種年の審査標準に加

えて肉牛審査標準は1952年に中l■l和牛協会によっ

て最初に御l定され,そ の後,全 国和牛登録協会に

よってi乙次,改 正が行われ, 今 日に至っている。

岡

□

働

）

・空申
⑩ン

〇



北海道立農業試験場報告 第 37号

出所 :日 本肉用牛変遷史p.141～143よ り作成 (農林省 :畜産物生産費調査報告各年次)

さらに1956年には枝肉審査 ・標準の制定があ り,

その後,二 度の改正があり,1969年以降現在の牛

枝肉審査標準となっている。これらの審査標準は

子年生産から肥育年生産枝 肉評価に至る一線上

のことであり,そ の組織的な運用が重要であるP

2 産 肉検定による種雄牛選抜 と人工授精

肉専用種にむけての選抜改良は、登録事業を通

して進行するが,優 良種雄牛の選抜利用が最 も効

率的である。このため候補種雄牛の産肉能力検定

(直接法 ・問接法)が 1966年から国の事業 として

実施されるようになり、間接法では1965～1975年

の11年間に239頭について実施 し,そのうち全国和

牛登録協会が認定 した種雄牛は182項におよんでい

る。また直接法では1966～1975年の10年間に2,471

頭 (うち黒毛和種1,697頭)の検定を終了している。

しか し,供 用種雄牛の総頭数に対する検定済みの

頭数比率は22.7%に とヾまり,直 接 ・問接の両検

定済み種雄牛は1.8%に すぎず,今後の強力な推進

に期待されるところである。
37)

この産肉能力検定済みの優良種雄牛を効率的に

利用するには人工授精方式の採用が絶対的条件で
ある。わが国の人工授精技術は戦後急t速に発達し,

和牛でも1947年次の 7%程 度の普及率から1950年

代後半には90%を 超えるまでに普及 し,種 雄午 1

頭あたり人工授精頭数は1965年に銘0頭におよんで

いるP抑 し か し、北海道のように大規模な放牧飼

養方式をとる場合は1発 情牛の発見 ・捕獲等の間

題があって人工授精普及が困難で40%を 割ってお

り,対 象雌牛93頭に 1頭 の本交用種雄牛を配置せ

ざるを得ない現実 も存在する。
°
 中 国地域等での

大牧場の衰退要因もこれとは無縁ではない。

3 交 配の早期化

用畜化段階の繁殖技術の変化 として,雌 牛供用

開始の早期化があげられる。少 くとも戦前期では

18～20か月令を標準 とし,発 育に応 じて調節する

方針がとら″していたが, 現実には平均 21か月であ

ったずその後,用 畜化の進展で育成牛の発育が早

まり,1966年 の第 1回産肉能力共進会出品牛の黒

毛和種では平均15.5か月の実績 となっているP

表 I-6 子 年生産 1頭 当り飼料給与の変化

区 分

1 9 6 0年 1 9 7 5年

騒 入 自
ヘ
ロ 計 購 一人 自 給 計

粗
　
　
飼
　
　
料

い も ・野 菜 類

生 牧 草 類

乾 牧 草 類

野   生   草

野   乾   草

稲   わ    ら

サ イ レ ー ジ

他

430.0

688.0

120.5

3,678.7

439,3

1,074.4

361.9

149。3

430,0

688,0

120.5

3,678.7

439,3

1,074.4

361.9

149.3

392.5

0 . 9

163.6

3,596.0

228.1

2,796.5

270.3

1,002.8

749.7

66.3

163.6

3,596.0

228.1

2,796.5

270.3

1,395.3

749,7

67.2

言十 6,942,2 6,942.2 393.4 8,673.3 9,066.7

濃

厚

飼

料

種   実   類

ぬか 。マS、す ま類

粕 類

配  合  飼  料

脱    月旨    乳

1 . 4

196.4

7 . 9

0 . 8

127.4

49,6

2 . 8

128.8

246,0

1 0 . 7

0 . 8

108

519

25

311

40

6

3

4

0

0

47.4

34.5

0 。2

156.0

553.8

25.6

31140

40.0

言十 206.5 179.8 386.3 1,004.3 82.1 1,086.4
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第 4節  育 成期間の延長 と発育性改善

役畜段階から用畜段階への移行に伴 う飼養構造

の変化は,子 牛1面格形成の変容 (体重的取引の伸

展)へ の対応をより可能 とした。その結果は子牛

生産費調査の対象農家によく現われている。すな

わち,1960～ 1965年間の出荷 日令は 6～ 7か 月令

で,出 荷体重は150kg前後
抑

であったが, その後,

1970年にかけて約 1か 月延長育成されて 8か 月令

余 となり,出荷体重 も230kgまで増加 している。こ

の傾向はさらに続き, 1975年時点では 9か 月令に

近 く,体重240kgを超えている。この間の発育性(日

増体量)を みると,1964～ 1965年時の0.65kgから

1975年には0.81kgまで上昇 し,延 長育成 と発育性

改善の相乗値 として出荷体重の大型化 を実現 した

こと なヽり,肥 育素牛生産 という用畜化段階の経

済目的の達成にむけて,急 速な体質変容が生起 し

表 I-7 子 年生産費調査による生産

子牛の日令 ・体重の変化

ているとよみとれる (表 I-7参 照)。

第 5節  飼 養規模 と飼育管理労働の変化

少 くとも役牛期の子牛生産規模は,そ の営農基

盤に規制されて 1頭 飼養が原型となっていた。1960

年,子年生産費調査が開始 された時点では平均1.4

頭の農家が対象であった。その後,極 めて緩慢に

調査農家の平均規模は拡大し,1970年 に2.5頭,1975

年に3.4頭 となっている。この間に飼育管理労働は

1960年 の372日寺問か ら1970年 に264時 間,1975年

205時 間へ と省力化がす んヽだ(表 I-8参 照)。省

力化の要因は,前 述した飼料給与技術変化 (単純

化・購入調達等)の 他,飼 養規模が1960年1,4頭に

対 して1975年では2.31音の拡大指数 になっている

点も大きい。しかし,所 詮は零細飼養であ り,今

日的段階 といえども乳牛その他家畜に比べ,極 め

て低位な水準 といわざるをえない
句

表 I-8 子 年生産 1頭 あた
年 次 出荷 日令岡 出荷体重体0 日増体量いo

1960年

1961

1962

1963

1964

1965

1966

1967

1968

1969

1970

1971

1972

1973

1974

1975

1976

1977

6 . 1

6 . 2

6 . 3

6 . 7

6 . 4

6 . 8

7 . 1

7 . 3

7 , 7

8 . 1

8 . 2

8 . 8

8 . 3

8 . 4

8 . 6

8 . 8

8 . 9

9 . 1

149.6

150.9

152.9

160.7

154.5

156.9

176.7

193.1

214.6

220.0

229.6

233.7

237.2

243.3

249.6

242.6

245,8

260.3

|
|

0 65

0.65

0 63

0.69

0.74

0.80

0.79

0.81

0,77

0.84

0.84

0.85

0.81

0.81

0.84

り労働時間
(単位 !時)

出所 :1 )

2 )

農林省畜産物生産費調査各年次より作成

1960～1963年は出荷体重がなく, 日増体

量0 65kgとして推定した。

年 次 総 時 間
家 族 労 働 指 数 物

( 1 9 7 0 = 1 0 0 )計 男 女

1 9 6 0

1961

1962

1963

1964

1965

1966

1967

1968

1969

1970

1971

1972

1973

1974

1975

1976

1977

3 7 2 . 2

368.0

360.2

346.1

283.5

3 1 7 . 1

292.9

3 1 7 . 5

3 1 8 . 0

303.0

264.0

263.9

252.0

257.2

238.5

224.5

221.9

204,9

3 4 1 . 2

243.7

335.6

283.4

224.9

276.6

273.4

3 1 7 . 4

3 1 8 . 0

303.0

264.0

263.9

252.0

257.2

238.5

224.5

221.9

204.9

2 0 4 . 0

192.0

157.4

152.7

146.2

148.6

137.2

136.1

126.8

1 1 4 . 0

1 1 1 . 0

106.5

99.3

1 1 1 . 0

89.9

87.3

85,7

78.1

1 2 9 . 2

92.3

127.1

107.3

85。2

104.8

103.6

120.2

120.5

1 1 4 . 8

100.0

100.0

95.5

97.4

90.3

85,0

84.0

77.6

出所1子年生産費調査より作成
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第 6節  子 牛生産の経済性

以上の経営技術的条件を背景 として,子 年生産

費調査結果からその経済性 を検討 しておきたい。

1 子 牛生産費の上昇要因

子年生産費は、生産費調査開始以来,一 貫 して

上昇を続け,1960年から1970年間に2.5倍に,さ 'っ

に1970年か '91975年の 5か 年で2.2倍に上昇 し,こ

の15年間では 5倍 も上昇 している。この上昇要閃

は,農 業用生産資材や農村なモ金の高騰によるもの

で大部分を説明できるが,生 産技術側面では生産

子牛の高 日令 ・高体互 という商品形態の変化に注

目しなければならない。このため子牛の形態変化

を一律化する方法 として, 1頭 あたり生産費を子

牛出荷体重 l kgあたりに換算し,そ の指数変化を

農業生産資材 (総合)指 数 と対比する方法がよ|)

科学的 と考えられる。この方法により試算 した結

果,役 畜期のコス ト_L昇が物1面と賃金指数の中問

llhで進行 し,生 産構造でみられた規模の拡大,労

働投入の節減が,家 族労働費―賃金の_11井に吸収

され,資 材高騰の水準を超えた L昇 を結果 したも

のとよみ とオしる (図 I-16参 照)。

一方,生 産費 (第2次 )は 副産物収入を控除 し

たものであるが,こ の副産物たる役利用の減少～

消滅 と,厩 肥の生産停滞があって,生 産費に対す

るマイナスコストが著 しく減少し,結 果的に第 2

次生産費を押 しあけ
｀
るlrlJきをしている (図 I-17

参照)。

2  1文 盆走 フ1生

いうまでもなく子年生産の収益性は,子 牛価格

とその生産貨の相対関係によってきまる。子年生

産費調奈結果により1960年から1975年までの収支

関係をみるとつぎのとお りである (表I-9参 照)。

子牛販売1画格は1960年前半の 4万 円前後から同

後半には10万1可十】に乗せ,1970年代に入っては,

1974年のオイルショック時に30万円 という未曽有

の一時的高騰をみたが,そ の後は20万円台で浮動

している。この1画格変動 を慨括すると,概 ね 5年

毎の断層的な1画格騰貴 と,そ の1幻に小幅な変動の

あることが特徴づけ 'っれ,結 果的にこの16年間で

才jよ そ 51音に 11男ムしている。 し か し、 先 にも述べ

たように販売子午の商『1性としての体重が同 じ16

年1判に150kgか'9 250kgに増加 しているが, この関

係を補正 した生休lkgあたり販売1画格は312円から

9171r]と2.9倍の上昇にとヽヾまる。
一方,生産貸は1960年の5.9万円か 'っ1975年の

29.8万円とおよそ 5倍 に上昇 した。この問の販売

子牛体車をrll正した生体 lkgあたり生産費は398円

か 'っ1,230円への 上昇で, ti昇比率は3.1倍で,販

売 F本年生体単価の_L界と符合する。

この販売価格 と生産費の関係から収益性指標 と

して所得 ・家族労働報剛ヽ‖・純収益をみると(図1-

18参照)所 得形成では, r午 価格の最 も低iとした

1963年カギ,1965年 までの` 3か 年がマイナスであっ

た。その他の年次ではともあれ黒年を計上 してい

るもの ,ゝ所 得額,所 得■では極めて変動が大 き

く,所 得額は最高の16万円 (1974年)か 'っ最低

2,494円 (1970年)ま で分散 し,所 得率 も最高の

52.2%(1974年 )か ら最低2.8%(1970年)ま で分

散 し,所 得形成は極めて不安定であった。

家族労働報酬の実現は,所 得確保の実績からみ

て当然のことであるが, この16年間のうち 6か年

はマイナスで,所 得 との関係では 概ね所得率が20

と、
＼

農業者モ令指数

十
生産費材総合指数

劇産物収 入指数

r牛 ナ1:体lk宮当り労働時間指数

数
 2 0

% loo

=100160

年        次

図 I- 1 6  子 牛生産費 ・農村物 箕指数の推不多

出所 :農林省 rキi生産安調査・農村物価!〔金統計より作成
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1970             1975

)火

図 I-17 子 年生産 費における菖‖産物収 入の変化

出所 i農林省 r牛 生産費調査結果より作成

表 I-9 子 牛生産費調査にみる子年生産の収益性

240   180

220   160

180   120

160   10()

120

副 産 物 イ吏イ受|1飯  月巴
収入指数 時F H E  P L産量

２

産

子

個

牛 販  売

格

46,674

55,041

45,770

34,322

34,872

43,906

78,008

100,388

115,094

103,353

90,042

106,875

121,045

219,456

306,039

222,473

59,539

67,720

74,086

73,394

73,138

84,476

90,209

115,285

143,804

153,144

147,267

162,247

169,363

191,307

245,037

293,420

13.960

16,898

4,030

805

1,162

1,206

24,346

28,708

28,100

12,682

2,494

7,398

19,861

107‐498

159,636

43,392

5,845

6,711

5,760

9,775

10,222

11.535

13,380

14,316

7,882

10,452

19,831

15,145

1,688

84,341

129,750

7ゃ020

ネ屯  ‖又  盗点

11,794

11,890

26,391

32,021

30,352

35,431

11,387

15,408

28,710

49,791

52,225

56,172

48,318

28,149

61,002

75,947

1960

1961

1962

1963

1964

1965

1966

1967

1968

1969

1970

1971

1972

1973

1974

1975

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

実質副た物収 入指数

(単位 :円 )

家 族 労 働報Ul l l

出所 :農林省 統 言十
Ⅲ
情報部 子 牛生産費調査結果より作成



%を 害Jる年次が該当する。

黒字計上 となった 8か 年

のうち極端に高い報酬を

得た1973年 , 1974年 につ

いて 1日 あたり家族労働

報酬 をみると,そ れぞれ

2,626円, 4,352F可である

が,最 高の1974年でも同

じ年次の牛乳生産費調査

による酪農の4,015をや ゝ

上回る程度にすぎない。

これ以外の年次では黒字

計上 とはいえ,実 額, 1

日あたり報酬額 ともに少

額であり,か つ不安定で

あった。

純収益にあっては16か

年中 2か 年のみの黒字で

14か年はマイナ スである。
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(万円)

1965

(万円)
―__10

３０

２５

２０

１５

‐０

子
牛
価
格

。
第
二
次
生
産
費

子牛価格

1970 1975

‖又

益

″
1生  0

5

所  得

家族労働報酬

純収益

1960

第 5章  肥 育牛生産における技術体系の形成 と

経済性

役畜段階における肥育の主体は,役 利用後のい

わゆる野上 げ牛
的
を素牛 としたものであったが ,

役利用の消滅はこの素牛条件 を根底から変革させ

た。この素牛条件 と,牛 肉の肉質需要や肥育経済

性から肥育方式が規制 され ,ま た,そ の肥育方式

に合せた飼料給与方式の変化が ,用 畜化段階にお

ける主要な技術変化である。

第 1節  肥 育方式の変化

1 肥 育方式の変遷

戦後の肥育事業の復活は,飼 料事情が緩和され

は じめ る1950年頃か らであるPし か し,肥 育方

式は役利用の重要性が益々高まる中で野上げ牛を

素牛 とした短期 (100～ 120日)な いしは中期肥

育 (150日 )が 主体で ,一 部に 3～ 4歳 雌牛を素

1965       1970

年    次

1975

図 I-18 子 牛生産の収益性

出所 :農林省統計情報部 子 年生産費調査より作成

牛 とした理想肥育 (約 1か 年)が 行われていたの

であるの
。役年末期における肥育技術の特徴的変

化 として ,第 1に は在 日駐留米軍の特需に影響さ

れた去勢牛肥育
°

の普及であり,第 2に は去勢牛

若令肥育 (生後18～20か 月・450kg)の 研究開発

である
°

。その後 ,こ れらの技術が中心となって,

用畜化段階における肥育方式を大きく変革するこ

と なヽる。すなわち ,1957年から1975年に至る間

の肥育形態(方式)別の出荷頭数比率 (表 I-10参

照)を みると,役 畜最高飼養の1957年には雌牛肥

育が51.2%と 過半を占め ,雄 牛肥育は13.3%,去

勢牛肥育は35.5%で そのうち 2～ 3歳 牛を素牛 と

する壮令肥育が30.1%を 占め ,若 令肥育は5,4%に

すぎなかった
抑

。その後10年を経ずして1965年に

は去勢牛若令肥育カギ30.8%に 増加 ,1975年には37

.6%と なり,肥 育方式の主座 を占めるまで普及す

る。雄牛肥育は1960年以降急減 し1975年には 5,8
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%に までその比率が低下する。lLL牛肥育は総体的

比率 を低下させ ,1975年には34.1%と なり,そ の

主体は普通肥育である。これは役用廃止に伴い雌

牛が繁殖専用の目的で飼養 されることを意味する。

当然のことながら離乳後の子牛を素午 とした若令

肥育の普及は育成地の消滅 と運動 し,子 年生産 と

肥育を直結させ るこ と なゝったのである。

表 I-10 肥 育形態別出荷頭数構成の推移

区分 総頭数

は月令 目標を16か月,日 標体重 550kgとそれぞれ

改正 されている。また,去 勢牛理想肥育でも従来

の30か 月令イ士上げから1972年 には24か 月令 ,  700

kgに目標が改訂されている。雌の理想肥育でも役

畜時代から4～ 5歳 の末経産牛ないしは初産牛を

素牛 とした長期 (1か 年)肥 育から,32か 月令,

670kgの 目標が設定 されている,こ のような発育

性の改善は, 1つ には育種改良の成果であり, 1

つには飼料給与を軸 とした肥育技術の発達による

ものである。しかし,反 面には脂肪交雑 を中心 と

した肉質改善 と高体重化は,飼 料効率の低下を余

儀な くされ、資源利用の問題を残 しているP

このような素午条件を斉一化 した肥育方式の開

発は,飼 料給与技術の変化や管理方式の変化 と合

わさって大規模飼育を促進することゝなる。

3 去 勢牛若令肥育方式の変化

用畜化段階における肥育方式の動 きのなかで,

その中心的な位置を占めてくるのが去勢牛若令肥

育方式である。この方式も漸次変化を続けるが ,

その様相を肥育年生産費調査結果をもとに実績的

に検討 してみること すゝる。

肥育年生産費調査に去勢牛若令肥育が設けられ

るのは,同 調査が開始されてから4年 目の1964年

からであり,そ の主要な技術変化はつ ぎのとお り

である (表 I-11参 照)。

勲一中1957

1960

1965

1970

1975

264,853

333,888

544,322

498,499

365,525

51.2

38.9

4.5  33.9

7.7  35。 9

7.8  26。 3

1 3 .

1 3 .

30,1   5.4

24.9  22,4

22.1  30。8

1 8 . 5  3 1 . 1

22.5  37.6

8.7

6 `

5.

出所:全国肉用牛協会, 日本肉用牛変遷史より作成(P65)

2 肥 育方式の改善

肉牛肥育の中心 となる若令肥育方式では ,初 期

の生後18～20か 月令 ,体 重 450kgを目標 とした も

のか ら ,そ の後 ,肉 質の改善 と子牛の付加価値 向

上 をね らい として断次高体重化の方向 をとる。 こ

れ を肉牛審査標準でみ ると
引),去

勢牛肥育が若令
肥育 と理想肥育に区分 された1966年の若令肥育 で

は16～18か月, 450～ 500kgの目標 であったが ,

196併年には16～17か月, 500kg, さ らに197矛字に

表 I-11 和 牛の去勢牛若令肥育方式の変化

件素 肥育

(月)

其月吊封

(11)

( 1 9 5 )

( 2 1 9 )

( 3 7 2 )

( 3 3 9 )

( 4 1 4 )

( 4 2 9 )

( 4 2 9 )

( 3 4 2 )

( 4 0 5 )

日増体量

はβ
年  次

1964

1965

1966

1967

1968

1969

1970

1971

1972

1973

1974

1975

1976

1977

月令(月) 体重は9 日増体量は9

302.3

月令(月) 体重は0 増体重は9

1 4 . 8

1 3 . 1

7 . 3

1 0 . 5

8 . 2

9 . 1

9 . 6

1 0 . 0

1 0 . 5

9 . 6

9 . 5

9 , 4

9 . 6

9 , 3

293.1

201.1

321.8

223`8

229`7

253.9

274.5

276.0

0.61

0.59

0,78

0 93

0.79

0.73

0.78

0.82

0.78

6.5

7.3

12.4

11.3

13.8

14.3

14.3

1 1 . 4

1 3 . 5

1 3 . 3

1 5 , 3

1 7 . 5

20.4

1 9 . 7

2 1 . 8

22,0

23.4

23.9

2 1 . 4

24.0

22,9

24.8

26.9

0,71

0,71

0.60

0.37

0.62

0 64

0.61

0.66

0.61

0 65

0.62

0.58

0.61

0 61

1 5 . 7

1 7 . 0

( 3 9 9 )

( 4 5 9 )

( 5 2 5 )

(471)

( 5 1 0 )

25.3

26.3

21.3 441.0

449 5

424 4

445 9

48043

50346

515 7

499 9

525 0

540 1

560 1

587 9

564 2

581 8

(単位 :頭 ,%)

138 7

156.3

223.3

124  1

256 5

274.0

262.6

226.3

249.0

261.3

283.6

304.1

289.0

310.3

出所 :農林省 肥 育牛生産費調査 より作成
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1)素 牛条件の変化

若令肥育の導入素牛は初期の 2か 年は13～14か

月令 ,体 重 300kgであった。それ以降の月令は 8

～10か月でほ 画ヾ一的であるが,体 重は1970年頃

までは 250kg以下,1970年以降は 270～ 280kgと

ほ 画ゞ一化 している。これから素牛導入時までの

日増体量を概算すると,1970年までが0,7～0.8kg,

それ以降は0,9kg前後まで上昇 してお り,子 年生

産の技術的変化 と符合する。

2)肥 育期間 と出荷体重の変化

若令肥育牛生産費調査の初期の 2か年間は壮令

肥育 とほ 同ゞじで 7か 月間程度の肥育で出荷体重

を 440～ 450kRとしてお り,日 増体量は 0.7kg程

度であった。1966年以降1973年頃までは概ね12～

13か月間の肥育期間と大きな変化はないが,素 牛

の高体重化があって出荷体重は1967年の 446kgか

ら1973年には 540kgまで
｀
大型化する。この陪3,日

増体量は 0.6kg余とほとんど変化はみられなかっ

た。その後 ,オ イルショックにより高謄 した素牛

費吸収 を意図するという背景があり,1972年の肉

牛審査標準の改言丁も加わって肥育期間が15～17か

月間に延長され,出 荷体重は 570～ 580kgへと大

型化する。しかしこの時期でも日増体量は 0.6kg

余 と変化はなかった。

第 2節  飼 料給与技術の変化

1 役 畜期における飼料給与

役午期の肥育は野上げ牛を素牛 とした飼い直し

で ,い わゆる脂肪牛の生産が現実であった。乾草

稲わらを基礎 とし肥育飼料には米ぬか 。麦ぬかが

用いられていた:〕 1930年頃から満州大豆の資源

供給があり,こ の肥育飼料 としての利用がす むヽ

が出 その後の戦時経済下 の飼料事情の悪化で ,

肥育は急速に衰退 し,そ の復興 をみるのは戦後も

1950年頃からである。肥育復興期の肥育飼料は戦

後のそれと大差な く,野 草 ,稲 わら,甘 諸蔓,れ

んげ,ば れいしょ等の粗飼料を基礎飼料に,米 ぬ

か ,く ず米 ,麦 ぬか,大 麦,小 麦 ,お、すま,大 豆

粕等を肥育飼料 としたもので,い ずれもそれぞれ

地域農業を背景 とした自給生産が中フじヽであった。

調理方法 としては煮沸が多く 労 働不足と燃料費

が高騰する1950年中期まで続いている:〕

2 若 令肥育 と肥育飼料

若令肥育方式が肉牛肥育の主体 となることによ

り,肥 育飼料は発育を中心 とした栄養構成を必要

とし,か つ生産期間を短縮 しうる高い発育速度を

実現出来る飼料給与が要求されること なヽる。若

令肥育草創期からおよそ10年間は大麦 ,と うもろ

こし,ふ すま,米 ぬかを主体 とした自家配合で ,

粗飼料は年間 6～ 10トン (生草)と 多給されてい

た。1965年以降,飼 料資本による配合飼料の開発

普及と肥育牛の多頭化 と相侯って,配 合飼料への

転換が急進する。一方,若 令期に必要な良質粗飼

料確保が不十分な経営的条件が重なって濃厚飼料

多給 ,粗 飼料少給の飼料構造に変質することヽな

る:0ちなみに肉用牛配合飼料の出荷量をみると

1965年の 77万 トンか ら1970年には87.6万卜」に ,

1975年には154.6万トンヘ と著 しく増加 してお りす
コ

いかに急速な配合飼料主体の飼料給与方式への転

換がす んヽだかを物語っている。

第 3節  管 理技術の変化

管理技術の変化は午合 ・付属施設様式のそ才しに

代表される。役畜時代の牛合は 1～ 2頭 の飼育で

役 と採肥が飼養 目的で単房 ・深厩式牛床 とし,尿

溜がないのが一般的であった。用畜化段階では

1955年頃から・浅厩式への変化をはじめとする牛舎

施設改善のきざしが現われ,1960年以降若令肥育

の普及と多頭化により,午 合の効率的な利用 ・管

理労働の効率化の必要に迫られ ,午 舎様式は急速

に変化する勁p。
変化の第 1段 階は単房方式からつ

なぎ方式への移行である。

この段階ではなお多頭化は遅々としたもので ,

ふん尿処理や敷料調達が問題にはならなかった。

第 2段 階の変化はより多頭化の伸展を背景 とし,

発育成績 ,敦 料調達 とお、ん尿処理方法 ,管 理労働

等の用畜段階における経営構造要請にもとづ く牛

合様式の変化である。すなわち,午 合様式は敷料

調達 とお、ん尿土地還元の可能性 ,労 働力供給等の

経営条件 肥 育規模等によ リストール方式,追

込式の 2方 向で改善がす んゝでいる。また,え、ん

尿処理施設では,大 規模層でお、ん尿を自家の土地
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に遺元することが困難なこと ,ゝ農 村の混住化に

伴い環境汚染上の問題を生起することから, この

改善,研 究がす みゝ,従 前からのマS、ん尿梶合の堆

肥合から尿溜,堆 肥盤の組み合せ,お、ん尿況合の

貯溜槽 (スラリー ストアー), と 多様な展開をみ

せてお り, これらはそれぞれの経営諸条件により

採択 されているのが現実である。

第 4節  肥 育牛管理労働の変化

肥育牛管理労働は,肥 育方式の画一化,多頭化,

施設様式の改善 と飼料給与の単純化等の総合結果

であるが,生 産費調査結果から去勢牛若令肥育牛

について検討する。生産費調査の開始時から1968

年 までは近似 した肥育方式である壮令肥育の結果

をとり,そ れ以降の若令肥育 と連続 して労働時間

の変化を追 うことヽした。まづ肥育牛 1頭 あたり

の総労働時間は1960年の 127.8時間から1965年に

は141.2時間,1970年 124.0日寺間とほとんど同水準

であるが,そ の後若子の省力化がす んヽで1975年

には 106.4時間となったが,総 じてこの15年間に

大 きな変化はなかった。 しか し,先 に述べたとお

り肥育期間は時代により大 きく変化しているので,

年間肥育年生産 1顕 あた りに補正 し,1970年を100

とした指数 をとり, この間の肥育牛頭数規模の同

じす旨数 とを対比 してみると, 労働に大きくか 力ヽつ

る肥育午頭数規模は基準 とした 1970年が 4.3頭

で,1960年から10年間で 2.41子に拡大し,1975年

までの 5年 間に 2.51者に増加 している。労働時間

は1960年から1967～1968年まで急速に減少し, そ

れ以降はなだ らかな減少傾向である。これは,

1960年代前半では飼料給与技術(西己合飼料 多給化)

の変化に負うところが大 きく,1960年代後半では

施設改善の効果 と判断される。1970年に入っては
多頭化による省力化が徐々にす んヽでいるといえ

よう。 しかし1975年でも肥育午規模は10頭にす ぎ

ず,本 格的な規模による省力効果は論 じられないし

(図 I-19参 照)。

第 5節  肥 育牛生産の経済性

上述のとお り肥育年生産の技術的構造変化は,

繁殖段階での肥育素牛生産純化に運動 した若令肥

1960              1〔)65              197()             1975

1970=100          年    次

図 I-19 去 勢牛持令肥市午労働時間指数変化

|li所:農林省 肥育牛生産空調企より作成

育方式への紹曲と集約されるが,こ の肥育方式も

普及しはじめた1950年代後半から現在にかけて者

しい変革をとげている。つぎに肥育牛生産費調査

の中で若令llL育形態がとりあげられた1964年から

1975年までの経済性変化をとりあげ, 」
テム年1化産に

おける経済性 と対サヒして校吉寸すること すヽる。

1 肥 育牛生産貨の変化

若令肥育年の 1頭 あたり生産費はこの15年間,

1賞 してJサ|^し, 1964年の10.3万円から1970年に

は24.4万円,1975年 には54.5万円にも達している。

この上昇要因は経済変動に伴 う生産資材の高騰や

労寅水準の_L昇によるところが大きいが,生 産技

術の変車に負う点も大きい。この間の技術変化は

素牛の高体重化 と生産期陪1の延長による高体重肥

育年生産に代表される。素午費は素牛そのものが

1960年代後半の 220～ 230kgの生体互か ら1970年

代には 270～ 280kgと高体重化 し,子 牛価格の高

騰と相侯って1964年の 5万 円程度から1975年には

28.8万円とおよそ 5.21音にも士ウ|ムしている。 ま た

飼料賛は同じく3.5万円か ')19.4万円とおよそ5.4

倍にも上井 している。この両費用の生産 費に 占

める比率はおよそ90%で ,こ れらの価格水準が生

産ぞヤを決定づけているのは明白である。

このような肥育年生産費の実態から素牛とllE育

′
1をの条件を給象する意味で,増 体 l kgあた りのコ

ストでみると, 1964年の3351Hから1975年には787

円で,そ の上昇指数 は 23 5とな り,農 業生産資

材の1面格動向 と概ね符合 している (図I- 2 0参

３００
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照)。このことを要約すると,肥 育牛 1頭 の生産費

はこの15年間で 5.2倍もの上昇でぁったが,単 位

増体重あたりのコス ト上昇は物イ面変動の範囲内で

あり,素 牛価格の著 しい上昇が肥育午生産費を押

し上げていると結論することがで
｀
きる。

表 1-12 若 令肥育牛生産の収益″1生

1頭 あたり純収益

1964

1965

1966

1967

10,905

34,661

16,373

35,142

12,789

26,343

30,649

39,164

101.401

101,389

2 3ゝ4,780

913

376

1,045

666

1,530

54

1,084

2,046

2,605

6,801

6,887

△ 445

3,809

△ 5,887

3,134

△ 5,082

2,582

△18,958

△ 4 , 8 1 3

5,020

9,623

67,621

59,060

△86.547

あ0

手旨
2 ( ) 0

150

1968

1969

1970

1071

1972

1973

1974

1975

数

（
％
）

1 9 6 4              1 9 7 0           1 u  r b

年    次

図 I-20 肥 育牛生産費の変化

出所:農林省 畜産物生産費調査より作成

2 肥 育年生産の収益性

若令肥育年の1面格は,出 荷体重の大型化 と枝肉

価格の上昇がぁって1964年の10,7万円から1975年

には45.8万円で,そ の指数は 428となり,生 産費

のそれを下回った。他方,副 産物 (厩肥)収 入は

同じく 4,851円 から11,874円に上昇 したにとざま

り,粗 収益に占める比率は 4.4%か ら 2.6%に 低

下した。この結果か ら収益性 をみ ると,所 得で

は素午1面格の異常 な高騰に影響された1975年以

外はいずれも黒字 を計上 し,は た労lS」報allでも

年次により浮動はあるが,1975年 以外は同様に黒

字であり,1973,1974年 は 1日 あた り 6,800円を

超える高水準 となっている。純収益では黒字年 と

赤字年がほ 相ゞ半ばしているが,近 年では黒字計

上の傾向を強めている (表 I-12参 照)。

このような肥育牛生産の収益性を子牛生産費と

対比すると,子 年生産費では労働報Blllと純収益は

大半の年次が赤字 となってお り,肉 牛生産全体に

とって子年生産分野におけるコス ト低減策が絶対

的命題 といえるのである。

1)出 所 :農林水産省畜産物生産費調査結果より作成

2)△ はマイナスを示す

要    約

本篇では,和 午飼養の用畜化段階が顕在化する

1955年以降の生産構造を,飼 養立地移動 と, 肉午

生産経営の用畜化による変容 として把握 し,現 段

階評価を行った。

1 役 牛期における牛肉生産

(1)わ が国の和牛 (役肉用牛)飼 養は明治初頭

(1877年)の107万頭から第2次世界大戦終戦 (1945

年 )210万 頭に倍増した。およそ70年間に100万頭

の増加をみた。他方,枝 肉生産量は明治期初頭の

4千 トンから第 2次 大戦終戦前最高 (1940)8万

トンと20倍もの生産増加 とな つた。いうまでもな

くこの間の和午飼養は役利用を目的としてお り,

牛肉生産は老廃牛の直接属殺 と,野 上げ牛を素牛

とした肥育によるものが大勢を占めていた。成午

1頭 あたり枝肉量は明治年代で140～150kg,大 正

期160～170kg,昭 和期に入って170～180kgに上昇

したにとどまる。

(2)第 2次 世界大戦後は緊急食糧増産による農

業復興に随伴 した役利用の増加に支えられて和牛

飼養は著しく伸展し,1956年 には有史以来最高の

271万頭に達 し,枝肉生産量は13.9万トンに急増する。

その後は農業機械化の普及による役利用の廃止が

急進 し,和 牛飼養頭数は1967年に戦後最低の157

万頭になった。この時期の牛肉生産は,依 然とし

て役利用の廃午利用が主体であったが,経 済の高

個体素畜費←一一
十素畜安

第み火J症費←ネ告機
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度成長を背景 とした牛肉需要の拡大傾向に支えら

れて,一 部に用畜的肉牛飼養がみられるようにな

り, とくに若令肥育技術の開発は子牛市場におけ

る役用の育成素午需要の減少に代置する形で肥育

素午需要 を換起することとなった。しかし,役 利

用廃止の進度は肥育素午需要の伸展をはるかに超

えたものであったことが,和 午飼養頭数の激減を

結果 したのである。

2 用 畜化段階における和午飼養の立地移動

(1)和 牛の役利用の衰退が開始 してから用畜的

飼養にむけて,飼 養立地は大きく変動 した。総肉

牛飼養頭数は役午急廃期の1955年から1965年の10

年間にほとんどの県は半減 しているが,東 北 ・九

州では100～150%に増加 し,北 海道は新産地 とし

て約 7倍 の増加 を示 した。また,用 畜段階の1965

年から1975年の10年間には,依 然 として東北 ・

九州の各県で事1続き増加する一方,関 東 ・束海の

一部に増加に転ずる県が現われる。北海道はこの

間に約 9倍 の増加 となった。

(2)肉 牛生産の性格を産牛地(I),中 間地(II)

肥育地(I11)に区分 し,1965年 と1975年を対比する

と,産 牛地は31県から,九 州,中 国,東 北地域の

21県に減少し,肥 育地は 2県 から6県 に増加する。

(3)立 地移動の第 1次 的要因は農業機械化の伸

展と役午廃止にかかわる地域農業の特質と農外労

働市場形成の時系列的な地域差であり,第 2次 的

要因は用畜的和牛飼養進展の地域まであり、子牛・

肥育午価格の地域的優位性 も大きく関与している。

3 子 年生産技術体系の形成 と経済性

(1)用 畜化段階における肉午飼養 (子年生産)

技術の形成は,若 令肥育の台頭による肥育素年生

産に帰結 して展開する。飼料給与技術では飼料の

外給化 (濃厚飼料多給),単 純化 となって現われ,

管理面では大牧場の衰退による周年合飼化の傾向

が,用 畜化の度合 とともに進行する。繁殖技術も

人工授精方式への移行があって,肉 用午 としての

資質改良への関心が高まり,飼 養技術の集約化 と

合せ,年 々高体重出荷が促進される。

(2)子 年生産の経済性側面では,第 2次 生産費

はほぼ生産資材の高騰 とパラレルに上昇 し,子 牛

イ面格の上昇をはるかに上回り, 1960年から1975年

間に純収益 を得 たのは 2か 年 にす ぎない。依然 と

して規模の零細性が基底 とな り,用 畜化段階 とし

ての経営構造の確立には程遠い。 また,副 産物収

入 (役利用 ・厩肥生産 )の 減少 も大 きい。

4 肥 育技術体系の形成 と経済性

(1)役 畜段階の野_Lげ牛 を素牛 とした肥育方式

か ら若令肥育方式への転換は,食 肉需要の増大 を

背景に1950年代の中頃か ら研究開発がすすみ,お

よそ10数年間に肥育 方式の主座 を占め るようにな

った。

(2)若 令肥育 方式の完成は,子 牛市場における

役用素午需要の衰退に置 きかわる形で肥育素午需

要 を生起 させ ることとなった。

(3)若 令肥育技術は,草 創期の雑乳子牛 を素牛

とした10か月程度の肥育による450～500kgの肥育

年生産か ら,漸 次,素 牛の高体重化 もすすむが,

仕上げ体重が600kgを起えるまで大型化 し,肥育期

間は15～17か月間に長期化 している。 この要 囚は

素牛高への対応 と に規格技肉生産 をね らった もの

である。

飼料給与は濃厚飼料 を主体 とした技術方式に続
一 され,土 地利用 とは遊離 した流動資本1!の経営

として大規模化の素地がつ くられている。

(4)肥 育牛生産貸は素午賛 と飼料費で90%を ドi

め, この価格動向が生産費 を決定的に支配す る。

素牛費以外の生産費用は農業資材総合物価指数の

動向 と一致す るが,そ の水準 をはるかに超 えた素

午価格の上昇があって最終生産費を者 しく押 し_L

げている。

他方,肥 育牛価格 も牛肉需要の増大 と輸入御1限
m

があって,生 産資材の_L昇指数の 21キ近い (1965

～1975年間 )L昇 を続けてお り,肥 育牛生産の経

済性は子牛生産の経済性 をはるかに淡鴛す る実績

をあげている。

以上の分析 を通 して用畜化段階における肉年生

産の展開は依然 とした子牛生産の茨退 を送調 とし

た零細性飼養段階 と,肥 育牛生産における資本制農

場生産 を可能 とす る技術体系の形成 とに集約 され

る。そこでは, この立ちお くれた子 年生産経営 を

どう発展 させ るかが肉牛生産の中心課題 となって

いる。その方策 としては基本的には子牛生産経営
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